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午前１０時００分から 
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３ その他 
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参考資料１ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律 

２ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令 

３ 情報公開・個人情報保護審査会設置法 

 

 



越前市情報公開条例の改正について

令和６年８月７日
越 前 市

資料１



制度見直しによる変更点

市民にとっての変更点

１ デジタル化の進展に合わせた公文書開示方法の拡充による利便性の向上

２ 受益者に適性な負担を求めるため、公文書開示に係る手数料を導入

３ 積極的な市民協働を推進するため
公文書開示制度以外での市政情報の提供を推進

職員にとっての変更点

２ 開示決定手続の簡素化による事務の省力化

１ デジタル化の進展に合わせた公文書開示方法の拡充による事務の省力化

・電子メールの送信、電磁的記録媒体（CD-R等）の交付による方法を追加

・開示にあたり、請求手数料と実施手数料を徴収

・需要の多いオープンデータの発信を強化
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制度見直しの全体像

制度利用者が
もっと便利に

② 開示の実施方法の拡充

③ 過去の全部開示案件に係る
開示決定手続の迅速化

④ 公文書の開示に係る
手数料の導入

公文書開示制度の充実

① 総合的な
情報公開
の推進

⑥ 公文書開示制度以外での
市政情報の提供推進

受益者の
適正な負担

⑤ 審査会の調査権限、
審査手続等の条例化

適正な
審査の保障

市民協働の推進
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①総合的な情報公開の推進
○ 公文書開示制度に基づく市民の知る権利のより一層の保障

条 例 現 行 改正後（案）

目 的
［第１条］

・市政の公正な運営の確保
・市民と市との信頼関係の増進
・市民参加による開かれた市政の推進

・市政の公正な運営の確保
・市政に対する市民の理解と信頼の増進
・市民参加、市民協働による開かれた市政
の推進

手 段
［第１条］

・公文書開示制度
・市民の知る権利の適正保障
・市の保有情報の公開の推進

実施機関の責務
［第3条］ ・公文書開示請求権を十分に尊重 ・公文書開示と市政情報の積極的な提供

開示義務
［第７条］

・非開示情報は、開示しないことが可能 ・非開示情報以外の情報には、開示義務

○ 公文書開示制度以外での、市政情報の積極的な公開の推進
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②開示の実施方法の拡充

公文書の種別 開示の実施方法

文書、図画
（紙起案）

閲覧

写しの交付

紙

電子メール

電磁的記録媒体（CD-Rなど）

電磁的記録
（電子起案）

閲覧、視聴

出力した紙の交付

電子メール

電磁的記録媒体（CD-Rなど）

デジタル化の進展を踏まえ、電子メールによる開示、電磁的記録
媒体の交付 を追加 ※電子メール開示を標準手法とするのは、県内の市で初

［第１６条］
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③過去の全部開示案件に係る
開示決定手続の迅速化

公文書保有課

（事業担当課）

過去に全部開示の決定をした公文書（※）については、公文書保有課
は、情報公開担当課の合議を経ずに開示決定することを可能とする。

情報公開担当課

（人事・法制課）
開示請求者

①請求書提出
(紙orデータ）

②請求書回付

③開示・不開示の検討

④合議

⑤開示等決定⑥開示等決定通知（紙）＋手数料等納付書（紙）

※ 住居表示台帳や、公図と航空写真の重ね図 を想定

開示決定までの流れ

［事務取扱要綱］
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④公文書の開示に係る手数料の導入

（1） 請求手数料 ・・・ 開示請求書の受付、開示決定通知書の作成・送付に要する手数料

○ 手数料 ＝ (1) 請求手数料 + (2) 実施手数料

300円(注１) × 請求に係る公文書の件数(注２)

注１ オンライン申請（メール、県の電子申請サービス）の場合は200円

注２ 請求対象となる公文書が綴られている文書ファイルの数。
同一文書ファイル内の複数の公文書は、１件で算定。

（２） 実施手数料 ・・・ 公文書の開示の実施に要する人件費、庁費、媒体代

・公文書の種別、開示の実施方法ごとに、基本額を設定（次頁）

・基本額 ≦ 請求手数料 のときは、０円

・基本額 ＞ 請求手数料 のときは、超過分（基本額 － 請求手数料）

○ 手数料のほか 送付（郵送）に要する実費相当額 を別途徴収

［第１８、１９条］
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④公文書の開示に係る手数料の導入

公文書の種別 開示の実施方法 実施手数料の基本額

文書、図画
（紙起案）

閲覧 無料

写しの交付

紙
［白 黒］ 10円×開示文書の枚数
[カラー］ ５０円×開示文書の枚数

電子メール 10円×開示文書の枚数

電磁的記録媒体
（CD-Rなど）

媒体代＋10円×開示文書の枚数

電磁的記録
（電子起案）

閲覧、視聴 無料

出力した紙の交付
［白 黒］ 10円×開示文書の枚数
[カラー］ ５０円×開示文書の枚数

電子メール 210円×開示ファイル数

電磁的記録媒体（CD-Rなど） 媒体代＋210円×開示ファイル数

［第１８、１９条］
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④公文書の開示に係る手数料の導入

○ 市民の知る権利を適正に保障し、市民参加・市民協働による開
かれた市政を推進する観点から、市と一定の関りがある者（※）

からは、請求手数料を徴収しない。

※ 「市と一定の関りがある者」は、次のいずれかに該当する者
・市内に住所を有する者
・市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体
・市内の事業所又は事務所に勤務する者
・市内の学校に在学する者
・市内に固定資産を有する者

○ 生活保護費受給者など、資力のない者への減免制度を創設。
実施手数料を、最大2,000円減免。

［第１８、１９条］
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委員
［第２５条］

・５人以内 ・任期２年（再任可）

・優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱

会長
［第２６条］

・委員の互選で決定
・職務代理者は、会長が予め指名

会議
［第２７条］

・会長が招集し、議長となる ・定足数は、過半数
・議事は過半数で決定

調査権限
［第２８条］

・諮問庁（開示決定等をした市の機関）に対し公文書の提出を求める権限
 諮問庁に応答義務あり

・審査請求人、審査庁に対し、意見の提出や、意見陳述などを求める権限

⑤審査会の調査権限、審査手続等の条例化

○ 審査会の組織、調査権限等の規定を、規則から条例へ
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⑤審査会の調査権限、審査手続等の条例化

審査請求人等の権利
［第２９、３０条］

・審査請求人等による口頭での意見陳述、意見書・資料の
提出の権利

委員による調査手続
［第３１条］

・審査会から指名された委員は、諮問庁から提示された公
文書を閲覧、調査し、審査請求人等の意見陳述を聴く

提出書類の写しの送付等
［第３２条］

・諮問庁や審査請求人等から提出のあった意見書や資料
は、その写しをもう一方の者に送付

調査審議手続の公開
［第３３条］

・審査請求に係る調査審議を除き、公開

答申書の送付
［第３４条］

・審査請求に係る諮問に対する答申書は、その写しを審査
請求人等に送付するほか、内容を公表

○ 法律（情報公開・個人情報保護審査会設置法）に倣い規定を追加
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⑥公文書開示制度以外での市政情報の提供推進

○ 市民協働を促すオープンデータの発信強化

・市ホームページにおいて公開中のオープンデータ（例）

 ごみの分別方法、AED設置場所、観光・グルメスポット など

・オープンデータを利用し、開発されたサービス（例）

 ごみの分別方法検索アプリ

・需要度が高いデータから優先的に公開を実施

 市ホームページ等でニーズ調査を実施
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その他所要の改正

(1) 不開示情報 ［第７条第１項］

 独立行政法人、地方独立行政法人の役職員の職、職務遂行情報 を
不開示情報の例外とする ［第２号ウ］

○ 情報公開法に合わせるもの

(2) 公益上の理由による裁量的開示 ［第９条］

(3) 存否応答拒否の扱い ［第１１条第２項］

 現行では請求拒否決定としてるものを、不開示決定の一部として位置づける

 公益上特に必要があると認めるときは、不開示情報（法令又は条例の規定により
開示することができないと認められる情報を除く。）を開示できる
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その他所要の改正

○ 情報公開法に合わせるもの

(５) 第三者の反意に反する開示決定 ［第１５条第３項］

 第三者が開示に反対したにもかかわらず、開示を決定したときは、
① 開示決定の日と開示を実施する日の間は、最低２週間を空ける
② 第三者には、開示決定をしたことと、その理由を書面で通知する

(６) 全体の構成（条の順序）

(４) 第三者の意見書提出の機会の付与等 ［第１５条第２項］

 次の場合は、第三者に意見書提出の機会を付与することを必須とする
・生命、健康、生活、財産を保護するために、
公にする必要があると認められる情報を開示しようとするとき

・不開示情報を、公益上の理由により裁量で開示しようとするとき
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その他所要の改正

○ 他の自治体の規定に倣い追加するもの

(１) 実施機関に地方公営企業を追加 ［第１条］

 市上下水道事業には管理者を置かず、市長がその権限を行使
［越前市上下水道事業等の設置等に関する条例第３条第1項、地方公営企業法第８条第２項］

(２) 指定管理者の情報公開 ［第４１条］

 現行では、個別の指定管理者との協定において、
指定管理業務に関する文書の公開に努めることを規定

 現行では、条例第1条第１号の「市長」に、
上下水道事業の権限を行使する者としての市長が含まれると解釈

 地方公営企業（市上下水道事業）が実施機関に含まれることを明確にするもの

 一般化させるため、当該趣旨の規定を条例に追加するもの
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文書（紙＋電子決裁） ＋ メール、チャット、オンライン会議

デジタル技術の進展に伴う課題

○ デジタル技術の進展により
意思決定や情報交換の手段が多様化

○ とりわけ、意思決定の過程や事務事業の成果に関するものは、
市民への説明責任を果たすために、適切な管理が必要

○ メール、チャット等の文書についても
情報公開制度のもとで市民によるチェック機能が働くよう
作成、取得、保存等に関するルールを定めることが必要

○ 情報公開制度と並行して、文書管理に係る規定の見直し
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新制度移行までのスケジュール （第１回審査会提示）

16



参考／開示に係る手数料・実費（国との比較）

公文書
の種別

開示の
実施方法

越前市
国

現行 見直し後

請求
手数料

－ － －
３００円（※）×公文書の数
※オンライン申請の場合は200円

３００円（※）×行政文書の数
※オンライン申請の場合は２００円

実施
手数料

文書
図画

（紙起案）

閲覧 無料 無料 100枚までごとにつき100円

写しの
交付

紙
白黒 10円×開示文書の枚数 10円×開示文書の枚数 10円×開示文書の枚数

カラー ５０円×開示文書の枚数 ５０円×開示文書の枚数 ２０円×開示文書の枚数

電磁的記録媒体
（CD-Rなど）

媒体（現物徴収）
媒体代（CD-R 100円、DVD-R 120円）＋
１0円×開示文書の枚数

媒体代（CD-R 100円、DVD-R 120円）＋
１0円×開示文書の枚数

電子情報処理組織
の使用

－
10円×開示文書の枚数
（電子メールでの送信）

10円×開示文書の枚数
（電子情報処理組織の使用）

電磁的記録
（電子起案）

閲覧、視聴 無料 無料
閲覧／100枚までごとにつき２００円
視聴／４１０円×開示ファイル数

出力した紙の交付
白黒 10円×開示文書の枚数 10円×開示文書の枚数 10円×開示文書の枚数

カラー ５０円×開示文書の枚数 ５０円×開示文書の枚数 ２０円×開示文書の枚数

電磁的記録媒体の交付
（CD-Rなど）

媒体（現物徴収）
媒体代（CD-R 100円、DVD-R 120円）＋
210円×開示ファイル数

媒体代（CD-R 100円、DVD-R 120円）＋
210円×開示ファイル数

電子情報処理組織の使用 －
210円×開示ファイル数
（電子メールでの送信）

210円×開示ファイル数
（電子情報処理組織の使用）

実費 － －
■の実費徴収（写しの作成）
郵送料相当額（写しの送付）

郵送料相当額（写しの送付） 郵送料相当額（写しの送付）
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参考／開示に係る手数料・実費（福井県及び県内他市）

区 分 福井県 福井市 敦賀市 大野市 鯖江市 坂井市

実 費

写しの
作成

白 黒
（文書１枚あたり）

10円 １０円 10円 １０円 １０円 １０円

カラー
（文書１枚あたり）

２０円 ２０円 ５０円 ２０円 ６０円
（電磁的記録は50円）

１００円

光ディスク
（ディスク１枚あたり）

CD-R ３０円
DVD-R 60円

CD-R ７０円
CD-R ３０円

DVD-R 60円
－

CD-R １００円
DVD-R １００円

－

その他の方法
方法に応じた
実費相当額

フロッピーディスク
３０円／枚

その他方法に
応じた

実費相当額

－ －

カセットテープ
150円／巻

ビデオテープ
２００円／巻

フロッピーディスク
５０円／枚

その他方法に応じた
実費相当額

写真
実費相当額

写しの送付 郵送料 郵送料 郵送料 郵送料 郵送料 郵送料

(1) 実費徴収のみ（手数料を徴収していない）自治体 ・・・ 福井県＋５市 福井、敦賀、大野
鯖江、坂井
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参考／開示に係る手数料・実費（福井県及び県内他市）

区 分 小浜市 勝山市 あわら市

手数料

開示請求手数料 － 請求１件につき 1,000円 －

開示実施
手数料

写しの
交付

白 黒
（文書１枚あたり）

10円 － 10円

カラー
（文書１枚あたり）

１００円 － ２０円

その他の方法
方法に応じた
実費相当額

－
方法に応じた
実費相当額

写しの送付 － － 郵送料

実 費
写しの交付 －

白黒 １０円／枚
カラー ５０円／枚
光ディスク １００円／枚
その他の方法 相当額

－

写しの送付 郵送料 郵送料 －

(２) 手数料＋実費を徴収している自治体 ・・・ ３市 （小浜、勝山、あわら）
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1/26 

越前市情報公開条例（平成１７年越前市条例第２６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○越前市情報公開条例 ○越前市情報公開条例 

平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 

条例第２６号 条例第２６号 

最終改正 令和５年３月１７日条例第４号 最終改正 令和５年３月１７日条例第４号 

（新設） 目次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 公文書の開示（第５条－第１９条） 

第３章 審査請求等（第２０条－第３５条） 

第４章 補則（第３６条－第４２条） 

附則 

（新設） 第１章 総則 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、公文書の開示を請求する権利を定めること等により市民

の知る権利を尊重するとともに、市政の公正な運営の確保及び市民と市との

信頼関係の増進を図り、もって市民参加による開かれた市政の推進に資する

         ことを目的とする。 

第１条 この条例は、市民の知る権利を適正に保障するとともに、市の保有す

る情報の公開を推進することにより、市政の公正な運営を確保し、市政に対

する市民の理解と信頼の増進を図り、及び市民参加及び市民協働による開か

れた市政を推進することを目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会、農業委員会及び固定資産評価審査委員会       並びに議会を

いう。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び地方公営企業並びに議会を

いう。 

(2) 公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写 (2) 公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画  

資料２
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真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該

実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

      及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該

実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

ア 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

イ 市の図書館その他の市の機関において、歴史的若しくは文化的な資料

又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの 

イ 市の図書館その他の市の機関において、歴史的若しくは文化的な資料

又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの 

(3) 公文書の開示 実施機関が、第５条から第１１条までの定めるところに

より、公文書を閲覧に供し、又はその写しを交付することをいう。 

（削る） 

（実施機関の責務） （実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、この条例の解釈及び運用に当たっては、公文書の開示を

請求する市民の権利を十分に尊重するものとする      。この場合に

おいて、実施機関は、個人に関する情報がみだりに公にされることのないよ

う最大限の配慮をしなければならない。 

第３条 実施機関は、この条例の定めるところにより、その保有する公文書を

開示し、及び市政に関する情報を積極的に提供するものとする。この場合に

おいて、実施機関は、情報化の進展状況等を勘案した適宜の方法を用いて当

該開示及び当該提供を行うものとする。 

（新設） ２ 実施機関は、前項の規定により公文書を開示し、及び市政に関する情報を

提供するときは、個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう最

大限の配慮をしなければならない。 

（利用者の責務） （利用者の責務） 

第４条 この条例の定めるところにより公文書の開示を請求する者は、この条

例の目的に従いその権利を正当に行使するとともに、これによって得た情報

を適正に使用しなければならない。 

第４条 この条例の定めるところにより公文書の開示を請求する者は、この条

例の目的に従いその権利を正当に行使するとともに、これによって得た情報

を適正に使用しなければならない。 

（新設） 第２章 公文書の開示 

（開示を請求する権利） （開示請求権） 

第５条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、    

       公文書の開示を請求することができる。 

第５条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施

機関の保有する公文書の開示を請求することができる。 



3/26 

（公文書の開示の請求手続） （開示請求の手続） 

第６条 公文書の開示を請求しようとする者は、実施機関に対し、次に掲げる

事項を記載した請求書を提出                     

   しなければならない。 

第６条 前条の規定による開示の請求（以下「開示請求」という。）は、次に

掲げる事項を記載した書面（以下「開示請求書」という。）を実施機関に提

出してしなければならない。 

(1) 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、事務所又は事業所

の所在地及び代表者の氏名） 

(1) 開示請求をする者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の

団体にあっては代表者の氏名 

(2) 請求をしようとする公文書を特定するために必要な事項 (2) 公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 (3) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

２ 実施機関は、前項の請求書に形式上の不備があると認めるときは、公文書

の開示を請求した者（以下「請求者  」という。）に対し、相当の期間を

定め 、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関は、

請求者に     補正の参考となる資料を提供するよう努めるものとする

  。 

２ 実施機関は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求

をした     者（以下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を

定めて、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関は、

開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければなら

ない。 

（公文書の開示の決定及び通知等）  

第７条 実施機関は、公文書の開示の請求があったときは、当該請求があった

日の翌日から起算して１５日以内に、当該請求に係る公文書を開示するかど

うかの決定（以下この条において「開示決定等」という。）をしなければな

らない。この場合において、前条第２項の規定により補正を求めた場合にあ

っては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しないものとする。 

（削る） 

２ 実施機関は、開示決定等をしたときは、請求者に対し、速やかに、当該開

示決定等の内容を書面により通知しなければならない。 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な

理由により、同項に規定する期間内に開示決定等をすることができないとき

は、当該請求があった日の翌日から起算して６０日を限度としてその期間を

延長することができる。この場合において、実施機関は、請求者に対し、速

やかに、延長の期間及び理由を書面により通知しなければならない。 
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４ 開示の請求に係る公文書が著しく大量であるため、当該請求があった日の

翌日から起算して６０日以内にその全てについて開示決定等をすることによ

り事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、第１項及び前項

の規定にかかわらず、実施機関は、当該請求に係る公文書のうちの相当の部

分について当該期間内に開示決定等をし、残りの部分については相当の期間

内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、第１項に

規定する期間内に、請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなけ

ればならない。 

 

(1) この項を適用する旨及びその理由  

(2) 残りの部分について開示決定等をする期限  

５ 実施機関は、第１項の規定により、開示をしない旨の決定（第１１条の規

定により、公文書の一部を開示しないこととする場合の当該開示をしない旨

の決定を含む。）をした公文書が、期間の経過により開示することができる

ようになることが明らかであるときは、その旨を付記しなければならない。 

 

６ 実施機関は、第１項の規定による開示決定等をする場合において、当該開

示決定等に係る公文書に当該実施機関以外のもの（当該請求者を除く。以下

「第三者」という。）に関する情報が記録されているときは、あらかじめ当

該第三者の意見を聴くことができる。 

 

（事案の移送）  

第８条 実施機関は、請求に係る公文書が他の実施機関により作成されたもの

であるときその他合理的な理由があるときは、当該他の実施機関と協議の

上、当該他の実施機関に対し、事案を移送することができる。この場合にお

いては、移送をした実施機関は、請求者に対し、事案の移送をした旨を書面

により通知しなければならない。 

（削る） 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関におい

て、当該請求についての決定をしなければならない。この場合において、移

 



5/26 

送をした実施機関が移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたもの

とみなす。 

（公文書の開示の実施及び方法）  

第９条 実施機関は、第７条第１項の規定により公文書の開示をする旨の決定

をしたときは、請求者に対し、遅滞なく、当該公文書の開示をしなければな

らない。 

（削る） 

２ 実施機関は、開示の請求に係る公文書を直接開示することにより、当該公

文書が損傷されるおそれがあるとき、その他合理的な理由があるときは、当

該公文書の写しにより開示することができる。 

 

３ 電磁的記録の開示については、その種別、情報化の進展状況等を勘案し、

実施機関が別に定める方法により行う。 

 

４ 公文書の開示をする日時及び場所は、実施機関が定める。  

（開示しないことができる公文書） （公文書の開示義務） 

第１０条 実施機関は、請求に係る公文書に次の各号のいずれかに該当する情

報が記録されているときは、当該公文書の開示をしないことができる。 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公文書に次の

各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されて

いる場合を除き、開示請求者に対し、当該公文書を開示しなければならな

い。 

(1) 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により、開示すること

ができないと認められる情報 

(1) 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により、開示すること

ができないと認められる情報 

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）

であって、                            

                                 

                                 

      特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す

ることにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）                              

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）

であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図

画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作そ

の他の方法を用いて表された一切の事項をいう。次条第２項において同

じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す

ることにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
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                       。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予

定されている情報 

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予

定されている情報 

イ 実施機関が作成し、又は取得した情報であって、公表を目的としてい

るもの 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要

であると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員（ 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第

２条第１項に規定する国家公務員及び               

                                

                                

                                

                      地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員         

                                

                              をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であ

るときは、当該情報のうち、当該公務員 の職及び当該職務遂行の内容

に係る部分 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第

２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法

律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及び職員を

除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関

する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条第１項に規定する独立行

政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政

法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項

に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であ

るときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容

に係る部分 

エ 法令等の規定による許可、届出等の際に実施機関が作成し、又は取得

した情報であって、人の生命、身体、健康、生活又は財産等を保護する

ため、開示することが公益上必要であると認められるもの 

（削る） 

(3) 法人その他の団体（国及び地方公共団体              

       を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業

を営む個人の当該事業に関する情報であって、開示することにより、当該

法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会

的な地位が損なわれるおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除

(3) 法人その他の団体（市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地

方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業

を営む個人の当該事業に関する情報であって、開示することにより、当該

法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会

的な地位が損なわれるおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除
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く。 く。 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命、

身体及び健康   を保護するため、開示することが必要であると認め

られる情報 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命、

健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認め

られる情報 

イ 違法若しくは不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある

支障から人の生活又は財産を保護するため、開示することが必要である

と認められる情報 

イ 違法若しくは不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある

支障から人の生活又は財産を保護するため、開示することが必要である

と認められる情報 

ウ ア又はイに準ずる情報であって、公益上の必要から特に開示すること

が必要と認められるもの 

ウ ア又はイに準ずる情報であって、公益上の必要から特に開示すること

が必要と認められるもの 

(4) 市政の遂行に関する情報であって、次に掲げるもの (4) 市政の遂行に関する情報であって、次に掲げるもの 

ア 市の機関が国、他の公共団体又は公共的団体（以下「国等」とい

う。）の機関との間における協議、依頼等に基づいて作成し、又は取得

した情報であって、開示することにより、国等との協力関係又は信頼関

係が損なわれるおそれがあるもの 

ア 市の機関が国、他の公共団体又は公共的団体（以下「国等」とい

う。）の機関との間における協議、依頼等に基づいて作成し、又は取得

した情報であって、開示することにより、国等との協力関係又は信頼関

係が損なわれるおそれがあるもの 

イ 市の機関内部若しくは機関相互間又は市の機関と国等の機関との間に

おける審議、協議、検討、調査、研究等（以下「審議等」という。）の

意思形成過程に関する情報であって、開示することにより、当該審議等

又は将来の同種の審議等に支障が生ずるおそれがあるもの 

イ 市の機関内部若しくは機関相互間又は市の機関と国等の機関との間に

おける審議、協議、検討、調査、研究等（以下「審議等」という。）の

意思形成過程に関する情報であって、開示することにより、当該審議等

又は将来の同種の審議等に支障が生ずるおそれがあるもの 

ウ 市の機関又は国等の機関が行う交渉、入札、争訟、検査、監査、渉

外、試験、選考、人事、取締り、許可その他の事務事業に関する情報で

あって、開示することにより、当該事務事業若しくは将来の同種の事務

事業の目的が損なわれ、又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執

行に支障が生ずるおそれがあるもの 

ウ 市の機関又は国等の機関が行う交渉、入札、争訟、検査、監査、渉

外、試験、選考、人事、取締り、許可その他の事務事業に関する情報で

あって、開示することにより、当該事務事業若しくは将来の同種の事務

事業の目的が損なわれ、又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執

行に支障が生ずるおそれがあるもの 

エ 他に公表しないことを条件として個人又は法人等から市の機関に提供

された情報であって、当該個人又は法人等の承諾を得ないで開示するこ

とにより、当該個人又は法人等との協力関係又は信頼関係が損なわれる

エ 他に公表しないことを条件として個人又は法人等から市の機関に提供

された情報であって、当該個人又は法人等の承諾を得ないで開示するこ

とにより、当該個人又は法人等との協力関係又は信頼関係が損なわれる
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おそれがあるもの おそれがあるもの 

(5) 開示することにより、人の生命、身体、健康、生活、財産又は社会的な

地位の保護、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずる

おそれがある情報 

(5) 開示することにより、人の生命、身体、健康、生活、財産又は社会的な

地位の保護、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずる

おそれがある情報 

(6) 実施機関（市長を除く。）、附属機関、専門委員その他これらに類する

もの（以下「合議制機関等」という。）の会議に関する情報であって、当

該合議制機関等の議事運営規程又は議決により開示しない旨を定めている

もの及び開示することにより当該合議制機関等の公正又は円滑な議事運営

が著しく損なわれるおそれがあるもの 

(6) 実施機関（市長を除く。）、附属機関、専門委員その他これらに類する

もの（以下「合議制機関等」という。）の会議に関する情報であって、当

該合議制機関等の議事運営規程又は議決により開示しない旨を定めている

もの及び開示することにより当該合議制機関等の公正又は円滑な議事運営

が著しく損なわれるおそれがあるもの 

（部分開示） （部分開示） 

第１１条 実施機関は、請求に  係る公文書の一部に前条各号に掲げる情報

が記録されている場合において、当該情報が記録されている部分とそれ以外

の部分とを容易に、かつ、請求の趣旨が損なわれることがない程度に分離で

きるときは、当該情報に係る部分を除き、公文書の開示をするものとする。 

第８条  実施機関は、開示請求に係る公文書の一部に不開示情報     

が記録されている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に

区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部

分につき開示しなければならない                  。

ただし、当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められ

るときは、この限りでない。 

（新設） ２ 開示請求に係る公文書に前条第２号の情報（特定の個人を識別することが

できるものに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏

名、生年月日その他の特定の個人を識別することができることとなる記述等

の部分を除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれが

ないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれな

いものとみなして、前項の規定を適用する。 

 （公益上の理由による裁量的開示） 

（新設） 第９条 実施機関は、開示請求に係る公文書に不開示情報（第７条第１号に掲

げる情報を除く。）が記録されている場合であっても、公益上特に必要があ

ると認めるときは、開示請求者に対し、当該公文書を開示することができ
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る。 

（公文書の存否に関する情報） （公文書の存否に関する情報） 

第１２条 実施機関は、第６条に規定する請求に対し、当該請求に係る公文書

が存在しているか、又は存在していないかを答えるだけで、第１０条各号に

該当する情報を開示することとなるときは、当該公文書の存否を明らかにし

ないで、当該請求を拒否することができる。 

第１０条 開示請求に対し、当該開示請求に係る公文書が存在しているか否か

を答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当

該公文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求           

        を拒否することができる。 

 （開示請求に対する決定等） 

（新設） 第１１条 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部又は一部を開示するとき

は、その旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨及び開示の実施に関し必

要な事項を書面により通知しなければならない。 

（新設） ２ 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部を開示しないとき（前条の規定

により公開請求を拒否するとき及び開示請求に係る公文書を保有していない

ときを含む。）は、開示しない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を

書面により通知しなければならない。 

（新設） ３ 実施機関は、第１項の規定による公文書の一部を開示する旨の決定又は前

項の決定をした場合において、当該公文書の一部又は全部を開示することが

できる期日があらかじめ明らかであるときは、当該期日及び開示することが

できる範囲を前２項の規定による通知に付記しなければならない。 

 （開示決定等の期限） 

（新設） 第１２条 前条第１項又は第２項の決定（以下「開示決定等」という。）は、

開示請求があった日から１５日以内にしなければならない。ただし、第６条

第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数

は、当該期間に算入しない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理

由があるときは、同項に規定する期間を４５日以内に限り延長することがで

きる。この場合において、実施機関は、公開請求者に対し、遅滞なく、延長
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後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

 （開示決定等の期限の特例） 

（新設） 第１３条 開示請求に係る公文書が著しく大量であるため、公開請求があった

日から６０日以内にそのすべてについて開示決定等をすることにより事務の

遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわら

ず、実施機関は、開示請求に係る公文書のうちの相当の部分につき当該期間

内に開示決定等をし、残りの公文書については相当の期間内に開示決定等を

すれば足りる。この場合において、実施機関は、同条第１項に規定する期間

内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければなら

ない。 

(1) 本条を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの公文書について開示決定等をする期限 

 （事案の移送） 

（新設） 第１４条 実施機関は、開示請求に係る公文書が他の実施機関により作成され

たものであるときその他他の実施機関において開示決定等をすることにつき

正当な理由があるときは、当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関

に対し、事案を移送することができる。この場合においては、移送をした実

施機関は、開示請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなけれ

ばならない。 

 ２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関におい

て、当該開示請求についての開示決定等をしなければならない。この場合に

おいて、移送をした実施機関が移送前にした行為は、移送をされた実施機関

がしたものとみなす。 

 ３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が第１１条第１項の決定（以

下「開示決定」という。）をしたときは、当該実施機関は、開示の実施をし

なければならない。この場合において、移送をした実施機関は、当該開示の
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実施に必要な協力をしなければならない。 

 （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

（新設） 第１５条 開示請求に係る公文書に市、国、独立行政法人等、他の地方公共団

体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この条、第２１条及び

第２２条において「第三者」という。）に関する情報が記録されているとき

は、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対

し、開示請求に係る公文書の表示その他実施機関が定める事項を通知して、

意見書を提出する機会を与えることができる。 

 ２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、

当該第三者に対し、開示請求に係る公文書の表示その他実施機関が定める事

項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。

ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が記録されている公文書を開示しようとする場合で

あって、当該情報が第７条第２号イ又は同条第４号アに規定する情報に該

当すると認められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が記録されている公文書を第９条の規定により開示

しようとするとき。 

 ３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者

が当該公文書の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合におい

て、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少な

くとも２週間を置かなければならない。この場合において、実施機関は、開

示決定後直ちに、当該意見書（第２０条及び第２１条において「反対意見

書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並

びに開示を実施する日を書面により通知しなければならない。 

 （開示の実施） 

（新設） 第１６条 次に掲げる公文書の開示の方法は、それぞれ当該各号に定める方法
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とする。 

(1) 文書又は図画 次に掲げる方法 

ア 当該文書又は図画の閲覧 

イ 当該文書又は図画を複写機により用紙に複写したものの交付 

ウ 当該文書又は図画をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録を電

磁的記録媒体に複写したものの交付 

エ 当該文書又は図画をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録の電

子メールによる送信 

(2) 電磁的記録 次に掲げる方法 

ア 当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧 

イ 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧又は視聴 

ウ 当該電磁的記録を用紙に出力したものの交付 

エ 当該電磁的記録を電磁的記録媒体に複写したものの交付 

オ 当該電磁的記録の電子メールによる送信 

 ２ 前項の規定にかかわらず、同項第１号ア又は第２号イの方法による公文書

の開示にあっては、実施機関は、当該公文書の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるときその他正当な理由があるときは、当該文書若しくは図画の

写し又は当該電磁的記録を複写したものにより、これを行うことができる。 

 ３ 公文書の開示の日時及び場所は、実施機関が定める。 

 （他の制度等との調整） 

（新設） 第１７条 実施機関は、法令又は他の条例の規定により、何人にも開示請求に

係る公文書が前条第１項に規定する方法と同一の方法で開示することとされ

ている場合（開示の期間が定められている場合にあっては、当該期間内に限

る。）には、同項の規定にかかわらず、当該公文書については、当該同一の

方法による開示を行わない。ただし、当該法令又は他の条例の規定に一定の

場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 
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 ２ 法令又は他の条例の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦

覧を前条第１項の閲覧とみなして、前項の規定を適用する。 

 （手数料等） 

（新設） 第１８条 開示請求者は、第１１条第１項に規定する通知があったときは、速

やかに、次の各号に掲げる手数料の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額の手数料を納めなければならない。 

(1) 開示請求手数料 開示請求に係る公文書１件につき３００円（実施機関

が別に定める方法により電子情報処理組織（実施機関の使用に係る電子計

算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と公文書の開示を請求する者の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。）を使用して開示請求をする場合にあっては、２００円） 

(2) 開示実施手数料 開示を受ける公文書１件につき、別表の左欄に掲げる

公文書の種別ごとに、同表の中欄に掲げる開示の実施の方法に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定める額（複数の実施の方法により開示を受ける場合に

あっては、その合算額。以下この号及び次項において「基本額」とい

う。）。ただし、基本額が前号に定める額に相当する額に達するまでは無

料とし、前号に定める額に相当する額を超えるときは当該基本額から前号

に定める額に相当する額を減じた額とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、請求者が次の各号のいずれかに該当するときの

手数料の額は、基本額とする。 

(1) 市内に住所を有する者 

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体 

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

(4) 市内に存する学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する学校、同法第１２４条に規定する専修学校及び同法第１３４条第１

項に規定する各種学校をいう。）に在学する者 

(5) 市内に固定資産を有する者（越前市市税賦課徴収条例（平成１７年越前
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市条例第７５号）第５４条第１項の所有者をいう。） 

 ３ 開示請求者が一の文書ファイルにまとめられた複数の公文書の開示請求を

一の開示請求書によって行うときは、前項第１号の規定の適用については、

当該複数の公文書を１件の公文書とみなす。 

 ４ 既納の手数料は、還付しない。 

 ５ 公文書の開示を受ける者は、手数料のほか送付に要する費用を納付して、

公文書の写し等（第１６条第１項第１号イの用紙に複写したもの、同号ウの

電磁的記録媒体に複写したもの、同項第２号ウの用紙に出力したもの又は同

号エの電磁的記録媒体に複写したものをいう。）の送付を求めることができ

る。 

 （手数料の減免） 

（新設） 

 

第１９条 実施機関は、公文書の開示を受ける者が経済的困難により開示実施

手数料を納付する資力がないと認めるときは、開示請求１件につき２千円を

限度として、開示実施手数料を減額し、又は免除することができる。 

 ２ 前項の規定による開示実施手数料の減額又は免除を受けようとする者は、

当該減額又は免除を求める額及びその理由を記載した申請書を実施機関に提

出しなければならない。 

 ３ 第１項の規定によるもののほか、実施機関は、開示決定に係る公文書を一

定の開示の実施の方法により一般に周知させることが適当であると認めると

きは、当該開示の実施の方法に係る開示手数料を減額し、又は免除すること

ができる。 

（新設） 第３章 審査請求等 

（審査請求の手続） （審査会への諮問） 

第１３条 実施機関は、公文書の開示の請求に対する決定又は開示の請求に対

する不作為について、審査請求があった場合は、当該審査請求が不適法なも

のであるときを除き、次条の越前市情報公開・個人情報保護審査会に諮問

第２０条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があったと

きは、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれか

に該当する場合を除き、第２３条の越前市情報公開・個人情報保護審査会に
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し、その答申を経て当該審査請求に対する裁決を行うものとする。 諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る公文書の全部を

開示することとする場合（当該公文書の開示について反対意見書が提出さ

れている場合を除く。） 

２ 公文書の開示の請求に対する決定又は開示の請求に対する不作為に係る審

査請求について、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項

本文の規定は、適用しない。 

２ 開示決定等又は開示請求            に係る不作為に係る審

査請求について、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項

本文の規定は、適用しない。 

 ３ 第１項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替

えて適用する同法第２９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければならな

い。 

 ４ 第１項の規定による諮問をした実施機関（以下「諮問実施機関」とい

う。）は、当該諮問について答申を受けたときは、速やかに、当該諮問に係

る審査請求について裁決をしなければならない。 

 （諮問をした旨の通知） 

（新設） 

 

第２１条 諮問実施機関は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなけ

ればならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加

人をいう。以下同じ。） 

(2) 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(3) 当該審査請求に係る公文書の開示について反対意見書を提出した第三者

（当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

 （第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続等） 

（新設） 

 

第２２条 第１５条第３項の規定は、諮問実施機関が次の各号のいずれかに該

当する裁決をする場合について準用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 
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(2) 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る公文書の全部を開示する旨

の決定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る公文書を開示する旨の裁

決（第三者である参加人が当該公文書の開示に反対の意思を表示している

場合に限る。） 

（越前市情報公開・個人情報保護審査会   ） （越前市情報公開・個人情報保護審査会の設置） 

第１４条 前条、越前市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年越前

市条例第４号）第８条、越前市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５

年越前市条例第１６号）第４５条第１項及び第５０条並びに個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０５条第３項において準用す

る同条第１項に規定する諮問に応じて審査を行わせるため、越前市情報公

開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

第２３条 情報公開及び個人情報の保護に関する重要事項について調査審議等

を行うため                              

                                   

                                   

                          、越前市情報公 

開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、前項に規定する審査のほか、情報公開制度の運営に関する重要

事項について、実施機関に建議することができる。 

（削る） 

３ 審査会は、市長が委嘱する委員５人以内をもって組織する。 （削る） 

４ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただ

し、再任を妨げない。 

（削る） 

５ 審査会は、第１項に規定する審査のため必要があると認めたときは、審査

請求人、参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をい

う。）、実施機関の職員その他関係者の出席を求め、その説明若しくは意見

を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（削る） 

６ 行政不服審査法第７５条、第７６条及び第７８条（第５項を除く。）の規

定は、審査会の調査審議の手続について準用する。この場合において、同法

第７８条第４項中「政令」とあるのは、「条例」と読み替えるものとする。 

（削る） 

７ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、また同様とする。 

（削る） 

８ 前各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、 （削る） 
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市長が定める。 

 （審査会の所掌事務） 

（新設） 第２４条 審査会は、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 第２０条第１項の規定による諮問に応じ審査請求について調査審議する

こと。 

(2) 個人情報の保護に関する法律第１０５条第３項において準用する同条第

１項の規定による諮問に応じ審査請求について調査審議すること。 

(3) 越前市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年越前市条例第４

号）第８条に規定する諮問に応じ調査審議すること。 

(4) 越前市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年越前市条例第１６

号）第４５条第１項の規定の規定による諮問に応じ審査請求について調査

審議すること。 

(5) 越前市議会の個人情報の保護に関する条例第５０条の規定による諮問に

応じ調査審議すること。 

 ２ 審査会は、前項の規定による調査審議を行うほか、情報公開及び個人情報

の保護に係る制度の運営に関する重要事項について、実施機関に建議するこ

とができる。 

 （審査会の委員） 

（新設） 第２５条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

 ２ 委員は、優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

 ３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 ４ 委員は、再任されることができる。 

 ５ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が委嘱されるまで引き

続きその職務を行うものとする。 

６ 市長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又
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は委員に職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があるときは、そ

の委員を罷免することができる。 

 ７ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

 （会長） 

（新設） 第２６条 審査会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

 ２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

 ３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。 

 （会議） 

（新設） 第２７条 審査会の会議は、会長が招集する。 

 ２ 審査会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

 ３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

 ４ 委員の任期満了後最初に行われる審査会の招集及び当該審査会で会長が互

選されるまでの間の会議の運営は、第１項及び前条第２項の規定にかかわら

ず、市長が行う。 

 （審査会の調査権限） 

（新設） 第２８条 審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げる者に対し、開示

決定等に係る公文書又は保有個人情報（個人情報の保護に関する法律第７８

条第１項第４号、第９４条第１項若しくは第１０２条第１項に規定する開示

決定等、訂正決定等若しくは利用停止決定等に係る同法第６０条第１項に規

定する保有個人情報又は越前市議会の個人情報の保護に関する条例第２４条

第１項、第３５条第１項若しくは第４２条第１項に規定する開示決定等、訂

正決定等若しくは利用停止決定等に係る同条例第２条第４項に規定する保有
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個人情報をいう。以下同じ。）の提示を求めることができる。この場合にお

いては、何人も、審査会に対し、その提示された公文書又は保有個人情報の

開示を求めることができない。 

(1) 第２０条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関 

(2) 個人情報の保護に関する法律第１０５条第３項において準用する同条第

１項の規定により審査会に諮問をした市の機関（越前市個人情報の保護に

関する法律施行条例第３条に規定する市の機関をいう。） 

(3) 越前市議会の個人情報の保護に関する条例第４５条第１項の規定により

審査会に諮問をした議長 

 ２ 諮問庁（前条各号に掲げる者をいう。以下同じ。）は、審査会から前項の

規定による求めがあったときは、これを拒んではならない。 

 ３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、開示決定等に係る

公文書又は保有個人情報に含まれている情報の内容を審査会の指定する方法

により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めることが

できる。 

 ４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関

し、審査請求人、参加人又は諮問庁（以下「審査請求人等」という。）に意

見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を

陳述させ又は鑑定を求めることその他必要な調査をすることができる。 

 （意見の陳述等） 

（新設） 第２９条 審査会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求

人等に口頭で意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会

が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 ２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得

て、補佐人とともに出頭することができる。 

 （意見書等の提出） 
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（新設） 第３０条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することが

できる。ただし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めた

ときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 

 （委員による調査手続） 

 第３１条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、第２

８条第１項の規定により提示された公文書若しくは保有個人情報を閲覧さ

せ、同条第４項の規定による調査をさせ、又は第２９条第１項本文の規定に

よる審査請求人等の意見の陳述を聴かせることができる。 

 （提出書類の写しの送付等） 

（新設） 第３２条 審査会は、第２８条第３項若しくは第４項又は第３０条の規定によ

る意見書又は資料の提出があったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁

的記録（電子計算機による情報処理の用に供されるものに限る。以下この項

及び次項において同じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を

記載した書面）を当該意見書又は資料を提出した審査請求人等以外の審査請

求人等に送付するものとする。ただし、第三者の利益を害するおそれがある

と認められるとき、その他正当な理由があるときは、この限りでない。 

 ２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書、主張書面若

しくは資料の閲覧（電磁的記録にあっては、記録された事項を審査会が定め

る方法により表示したものの閲覧）又は当該意見書若しくは資料の写し若し

くは当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を求めることが

できる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがある

と認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又は交付

を拒むことができない。 

 ３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさ

せ、若しくは交付をしようとするときは、当該送付又は閲覧若しくは交付に

係る意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を聴かなければならな
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い。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

 ４ 審査会は、第２項の規定による閲覧又は交付について、日時及び場所を指

定することができる。 

 ５ 第２項の規定による交付を受ける審査請求人等は、当該意見書若しくは資

料の写し又は当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面の作成及び送

付に要する費用を負担しなければならない。 

 （調査審議手続の公開） 

（新設） 第３３条 審査会の行う調査審議（第２４条第１号、第２号又は第４号に規定

する諮問に応じてする調査審議を除く。）の手続は、公開する。ただし、会

長が特に必要とみとめるときは、審査会に諮って公開しないことができる。 

 （答申書の送付等） 

（新設） 第３４条 審査会は、第２４条第１号、第２号又は第４号に規定する諮問に対

する答申をしたときは、答申書の写しを審査請求人及び参加人に送付すると

ともに、答申の内容を公表するものとする。 

 （会長への委任） 

（新設） 第３５条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、

審査会に諮って会長が定める。 

（新設） 第４章 補則 

 （公文書の管理） 

（新設） 第３６条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、公文書

の適正な管理に努めるものとする。 

 （検索資料の作成等） 

（新設） 第３７条 実施機関は、公文書の検索に必要な資料を作成し、一般の利用に供

するものとする。 

 （施行の状況の公表） 
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（新設） 第３８条 市長は、毎年度、各実施機関におけるこの条例の施行の状況を取り

まとめ、その概要を公表するものとする。 

（情報公開の総合的な推進） （情報公開の総合的な推進） 

第１５条 実施機関は、公文書の開示のほか、市政に関する情報の提供、公表

等により、市民への説明責任を果たすとともに、住民自治の理念にのっとり

情報公開の総合的な推進に努めるものとする。 

第３９条 実施機関は、公文書の開示の実施状況等を踏まえて、公文書の開示

に関する制度の一層の充実及び改善に努めるものとする。 

 ２ 実施機関は、公文書の開示のほか、市政に関する情報の提供、公表等によ

り、市民への説明責任を果たすとともに、住民自治の理念にのっとり情報公

開の総合的な推進に努めるものとする。 

（出資法人の情報公開） （出資法人の情報公開） 

第１６条 市長は、市が出資する法人であって規則で定めるものに対し、当該

法人の情報公開を推進するため、必要な措置を講ずるよう指導に努めるもの

とする。 

第４０条 市長は、市が出資する法人であって規則で定めるものに対し、当該

法人の情報公開を推進するため、必要な措置を講ずるよう指導に努めるもの

とする。 

 （指定管理者の情報公開） 

（新設） 第４１条 市が設置する公の施設の管理を行う指定管理者（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）は、この条例の趣旨にのっとり、当該公の施設の管理の業務に

関して保有する情報の公開をおこなうために必要な措置を講ずるように努め

るものとする。 

 ２ 実施機関は、指定管理者に対し、前項に規定する必要な措置を講ずるよう

指導するものとする。 

（手数料等）  

第１７条 この条例による公文書の閲覧に係る手数料は、無料とする。 （削る） 

２ この条例による公文書の写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送

付に要する費用を前納しなければならない。 
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（他の制度との調整）  

第１８条 公文書の閲覧若しくは縦覧又は写しの交付の手続が別に定められて

いる場合は、その定めるところによるものとする。 

（削る） 

２ 前項に規定するもののほか、この条例の規定は、越前市立図書館その他の

市の施設において、市民の利用に供することを目的として管理している公文

書については、適用しない。 

 

（検索資料の作成等）  

第１９条 実施機関は、公文書の検索に必要な資料を作成し、一般の利用に供

するものとする。 

（削る） 

（公文書の管理）  

第２０条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、公文書

の適正な管理に努めるものとする。 

（削る） 

（運用状況の公表）  

第２１条 市長は、少なくとも毎年１回、各実施機関におけるこの条例の運用

状況を取りまとめ、公表するものとする。 

（削る） 

（委任） （委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 第４２条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 １ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（適用等） （適用等） 

２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に実施

機関が作成し、又は取得した公文書について適用する。 

２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に実施

機関が作成し、又は取得した公文書について適用する。 

３ 前項の規定にかかわらず、この条例は、合併前の武生市及び今立町から承

継された公文書（合併前の武生市情報公開条例（平成１０年武生市条例第１

３ 前項の規定にかかわらず、この条例は、合併前の武生市及び今立町から承

継された公文書（合併前の武生市情報公開条例（平成１０年武生市条例第１



24/26 

９号）の規定の適用を受けたもの又は合併前の今立町情報公開条例（平成１

１年今立町条例第１２号）の施行日以後に合併前の今立町の実施機関が作成

し、又は取得したものに限る。）について適用する。 

９号）の規定の適用を受けたもの又は合併前の今立町情報公開条例（平成１

１年今立町条例第１２号）の施行日以後に合併前の今立町の実施機関が作成

し、又は取得したものに限る。）について適用する。 

４ 実施機関は、前２項に規定するこの条例の適用を受ける公文書のほか、こ

の条例が適用される前に作成し、又は取得したものについて閲覧又は写しの

交付の申出があったときは、これに応ずるよう努めるものとする。 

４ 実施機関は、前２項に規定するこの条例の適用を受ける公文書のほか、こ

の条例が適用される前に作成し、又は取得したものについて閲覧又は写しの

交付の申出があったときは、これに応ずるよう努めるものとする。 

（経過措置） （経過措置） 

５ 施行日の前日までに、合併前の武生市情報公開条例又は今立町情報公開条

例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相

当規定によりなされたものとみなす。 

５ 施行日の前日までに、合併前の武生市情報公開条例又は今立町情報公開条

例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相

当規定によりなされたものとみなす。 

６ 施行日以後、最初に第１４条第３項の規定により委嘱された委員の任期

は、同条第４項の規定にかかわらず、委嘱された日から平成１９年３月３１

日までとする。 

６ 施行日以後、最初に第１４条第３項の規定により委嘱された委員の任期

は、同条第４項の規定にかかわらず、委嘱された日から平成１９年３月３１

日までとする。 

 別表（第１８条関係） 

（新設） 公文書の

種別 

開示の実施の方法 開示実施手数料の額 

(1) 文書

又は図画 

ア 閲覧 無料 

イ 複写機に

より用紙に

複写したも

のの交付 

(ｱ) 白黒 用紙１枚につき１０円 

(ｲ) カラー 用紙１枚につき５０円 

ウ スキャナ

により読み

取ってでき

た電磁的記

録を電磁的

(ｱ) 日本産業規格

Ｘ０６０６及び

Ｘ６２８１に適

合する直径１２

０ミリメートル

１枚につき１００円に

当該文書又は図画１枚

ごとに１０円を加えた

額 
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記録媒体に

複写したも

のの交付 

の光ディスク

（以下「ＣＤ－

Ｒ」とい

う。」） 

(ｲ) 日本産業規格

Ｘ６２４１に適

合する直径１２

０ミリメートル

の光ディスク

（以下「ＤＶＤ

－Ｒ」とい

う。） 

１枚につき１２０円に

当該文書又は図画１枚

ごとに１０円を加えた

額 

(ｳ) (ｱ)(ｲ)以外の

電磁的記録媒体 

当該電磁的記録媒体の

実費相当額に当該文書

又は図画１枚ごとに１

０円を加えた額 

エ スキャナにより読み取ってで

きた電磁的記録の電子メールに

よる送信 

当該文書又は図画１枚

につき１０円 

(2) 電磁

的記録 

ア 用紙に出力したものの閲覧 無料 

イ 専用機器により再生したもの

の閲覧又は視聴 

無料 

ウ 用紙に出

力したもの

の交付 

(ｱ) 白黒 用紙１枚につき１０円 

(ｲ) カラー 用紙１枚につき５０円 

エ 電磁的記

録媒体に複

(ｱ) ＣＤ－Ｒ １枚につき１００円に

１ファイルごとに２１
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写したもの

の交付 

０円を加えた額 

(ｲ) ＤＶＤ－Ｒ １枚につき１２０円に

１ファイルごとに２１

０円を加えた額 

(ｳ) (ｱ)(ｲ)以外の

電磁的記録媒体 

当該電磁的記録媒体の

実費相当額に１ファイ

ルごとに２１０円を加

えた額 

オ 電子メールによる送信 １ファイルにつき２１

０円 
 

 備考 

１ 第１号イ又は第２号ウの方法により公文書の開示を実施するときは、日

本産業規格Ａ列３版（以下「Ａ３版」という。）の大きさ以内の大きさの

用紙を用い、その枚数を算定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、Ａ３版の大きさを超える大きさの用紙を用い

るときは、Ａ３版の大きさの用紙を用いた場合に必要となる枚数に換算

（整数倍）して枚数を算定する。 

３ 前２項の場合において、両面印刷の用紙を用いるときは、片面を１枚と

して算定する。 
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